政務活動費により調査研究委託を実施する場合の留意事項について


議員及び会派は、広く県政全般の課題や県民の意思を的確に把握し、積極的な政策の立案や提言を行うため、政務活動費を調査研究により有効活用することが求められる。
一方、他の地方議会において、調査研究の外部委託で不正が行われ、政務活動費による委託調査のあり方が厳しく問われており、このことで政務活動費の活用の妨げとなることが懸念される。
そこで、積極的な調査研究が実施されるよう、政務活動費を執行するうえでの留意事項をとりまとめた。

１．積極的な調査研究の実施
（１）議員の取組
政策の立案においては、次表の活動事例のとおり、立案に至るそれぞれの段階に応じた調査研究が必要となるが、外部委託により専門的知見や技術を活用することは、効果的、効率的に有益な成果を得る手段であり、積極的に活用されたい。
（２）会派の取組
会派における政策テーマについても、外部委託を活用した調査研究を、会派として積極的に取り組まれたい。

＜政策立案に向けた調査研究活動事例＞
	区分
	議員、会派自ら取り組む調査研究等
	団体、シンクタンク等への調査研究委託

	ﾃｰﾏ選定
課題抽出
	・地域住民、業界団体等との意見交換（ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開催等）
・政策勉強会、研究会等への加入
	

	ﾃﾞｰﾀ収集
分析調査
	・現地視察調査（先進事例等）
・地域住民、業界団体等との意見交換（ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開催等）
	・基礎データ収集（県民意識ｱﾝｹｰﾄ、企業ｱﾝｹｰﾄ、観光動向調査等）
・既存施策の実施状況調査、評価
・施策の比較分析（他府県比較、官民比較等）

	政策立案
	・県立大学や地域団体と政策案の共同作成
	・政策素案の作成
・提案募集、公募企画提案
・政策案の実現可能性調査（経済波及効果、費用対効果の推計等）

	実証調査
	・現地視察調査（施策の実証確認）
	・政策効果の実証調査（経済波及効果、費用対効果の測定等）
・決算分析　・アンケート調査





２．調査研究委託における留意事項
　　調査研究委託については、委託事業者等への利益供与との疑念を抱かれることがないよう、契約の透明性を高めるとともに、調査内容の妥当性等の説明責任が果たせるよう、下記のとおり資料の作成や活動報告書への記載等に努めること。
①　委託業務内容
委託業務の目的に対し、求める成果が得られるよう、仕様書の作成などにより、具体的な業務内容を示す。
②　委託金額の妥当性
委託金額の妥当性が説明できるよう、見積書を徴収するなど、委託金額の積算根拠を作成する。
③　委託の相手方
委託業者の選定については、見積合わせの実施や業者選定理由を活動報告書へ記載するなど、疑念を抱かれることがないよう留意する。
なお、「配偶者、二親等以内の親族及び同一生計の者」を相手方とする契約は、手引において禁止していることに留意すること。
④　契約書
別添「契約書作成例」を参考に、契約内容に応じた適切な契約書を作成する。
　⑤　成果の公表
　　　調査研究委託の成果は、議員並びに会派のホームページや県政報告紙へ掲載するなど公表に努める。
⑥　その他
議員は、必要に応じ、委託契約締結前に契約のあり方等について会派と協議を行う。
会派は、議員から協議を受けた場合、上記で示す留意事項に照らして適切な助言を行う。

３　政務活動費による調査研究成果の発信
議員及び会派は、調査研究により得られた情報や分析等をもとにして、本会議や委員会等で行った審議の状況や、各方面への政策提言の内容、条例化への取組などについて、ホームページや広報紙あるいは県政報告会等の機会をとらえ、県民に対し積極的に発信し取組に対する理解を得るよう努められたい。
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調査研究委託契約書参考例（案）


※　契約書参考例を活用する場合は、取引内容に応じて適宜条項の修正・削除を行うこと。

	契約書例（案）
	摘要

	○　○　○　○　委　託　契　約　書

　　　（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、次のとおり委託契約を締結する。

（目的）
第１条　甲は、次の事務（以下「委託事務」という。）の処理を乙に委託し、乙は、これを受託する。
   （1）
   （2）
   （3） 履行場所　

（処理方法）　
第２条　乙は、この契約、別添仕様書〔企画書等〕及び甲の指示するところに従うほか、関係法令を遵守し、信義誠実の原則を守り、委託事務を履行するものとする。

（委託期間）
第３条　この契約の期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までとする。

（委託料）
第４条　委託料は、金　　　　　円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　円）とする。

（秘密の保持）
第５条　乙は、委託事務の処理に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。

（個人情報の保護）　
第６条　乙は、委託事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（権利義務の譲渡等）
第７条　乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

（再委託の禁止）
第８条　乙は、委託事務の処理を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

（内容の変更等）
第９条　 甲は、必要に応じて、委託事務の内容の全部又は一部を変更することができる。この場合において、委託料又は委託期間を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定める。

（著作権等の取扱い） 
第10条　乙は、委託事務の処理に伴い著作権その他の権利が生じたときは、甲に無償で譲渡する。
２　乙は、委託料の中から取得した物品のうち、この契約の対価として取得したもの以外で、委託期間終了後、備品として耐用年数をとどめているものは、甲に引き継ぐものとする。

（調査等）
第11条　甲は、乙の委託事務の処理状況について、随時に、調査し、若しくは必要な報告を求め、又は委託事務の処理に関して乙に適正な履行を求めることができる。

（検査及び引渡し）  
第12条　乙は、委託事務が完了したときは、実績報告書〔成果物、完了報告書、収支精算書等〕を甲に提出しなければならない。
２　甲は、前項の規定による提出を受けたときは、提出を受けた日から10日以内に、委託事務の完了を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を乙に通知しなければならない。
３　乙は、委託事務が前項の検査に合格しないときは、直ちに修補して甲の検査を受けなければならない。この場合において、修補の完了を委託事務の完了とみなして前２項の規定を準用する。
４　成果物の引渡しは、第２項（第３項において準用する場合を含む。）の甲が合格の通知を発した日をもって完了したものとする。

（委託料の支払） 
第13条　乙は、前条第４項の成果物の引渡しが完了したときは、委託料の支払を請求することができる。
２　甲は、請求書により前項の規定による請求があったときは、請求書を受理した日から30日以内に委託料を支払わなければならない。
３　前２項の規定にかかわらず、甲は、必要と認めるときは、前金払をすることができる。

（委託料の精算等）
第14条　乙は、委託料を委託事務以外の経費に使用してはならない。
２　乙は、第12条第１項に規定する実績報告書の提出に合わせて、委託料の精算を行わなければならない。
３　前項の精算においては、委託料から生じた収入がある場合は、その収入を第一順位で委託事務に要した経費に充当するものとし、委託料は第二順位で充当するものとする。
４　前２項の精算の結果、既に交付した委託料に残額が生じた場合は、甲は、乙に対して期限を指定してその返還を命ずるものとする。

（危険負担）
第15条　成果物の引渡し前に、成果物に生じた損害その他委託事務の処理に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）については、乙が負担する。ただし、その損害のうち甲の責に帰すべき理由により生じたものについては、甲が負担する。

（かし担保）  
第16条　甲は、成果物の引渡しを受けた後において、当該成果物にかしがあることが発見されたときは、乙に対して相当の期間を定めてそのかしの修補を請求し、又は修補に代え、若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。
２　前項の規定によるかしの修補又は損害賠償の請求は、第12条第４項の規定による引渡しを受けた日から○年以内に行わなければならない。

（履行遅滞の場合の違約金）
第17条　乙の責に帰すべき理由により、履行期限内に契約を履行しないときは、乙は、違約金を甲に支払わなければならない。
２　前項の違約金の額は、契約の履行期限の翌日から履行の日までの日数に応じ、委託料につき年10.75ﾊﾟｰｾﾝﾄの割合で計算した額とする。ただし、履行が可分の契約で委託料を分割して計算することができるときは、履行遅滞となった部分の委託料について計算した額とする。

（解除等） 
第18条　甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。
 (1) 正当な理由なく、契約の履行着手期限を過ぎても履行に着手しないとき。
 (2) その責に帰すべき理由により、履行期限内に契約を履行しないとき、又は契約を履行する見込みがないと明らかに認められるとき。
(3) 監督又は検査に際し、職務執行を妨げたとき。
(4) 前３号に掲げるもののほか、契約事項に違反し、そのため契約の目的を達することができないと認められるとき。
２　前項の規定により契約が解除された場合において、乙は、委託料の10分の１に相当する額を違約金として甲が指定する期限までに甲に支払わなければならない。
３　第１項の規定による解除に伴い、乙に損害が生じたとしても、乙は、甲に対してその損害の賠償を請求することはできない。
４　甲は、この契約を解除しようとするときは、その理由を記載した書面により、乙に通知するものとする。
５　第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、既に委託料が支払済であるときは、甲は、その全部又は一部の返還を期限を指定して乙に命じることができる。

（暴力団等の排除）
第19条　甲は、第21条第１号の意見を聴いた結果、乙が次の各号のいずれかに該当する者（以下「暴力団等」という。）であると判明したとき、又は第８条に規定する第三者が暴力団等であると知りながら次条の規定に違反したときは、特別の事情がある場合を除き、契約を解除するものとする。
（1）暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及び第３号に規定する暴力団員
（2）暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者
２　前条第２項から第５項までの規定は、前項の規定による契約の解除に準用する。

第20条　乙は、この契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合は、暴力団等を受託者としてはならい。
２　乙は、この契約に係る業務の一部を第三者に行わせた場合において、その第三者が暴力団等であると判明したときは、当該受託者との契約を解除しなければならない。

第21条　甲は、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講じることができるものとする。
（1） 乙が暴力団等であるか否かについて兵庫県警察本部長に意見を聴くこと。
（2） 前号の意見の聴取により得た情報を、他の契約において暴力団等を排除するための措置を講ずるために利用すること。

第22条　乙は、この契約の履行に当たり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求（以下「不当介入」という。」）を受けたときは、甲にその旨を報告するとともに、警察に届け出て、その捜査等に協力しなければならない。また、この契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせた場合において、その第三者が不当介入を受けた場合も同様とする。
（遅延利息）
第23条	　乙は、第17条第１項又は第18条第２項の規定による違約金を甲が指定する期限までに納付できない場合は、当該期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納額につき年５．０パーセントの割合で計算した遅延利息を甲に納付しなければならない。
２　乙は、第14条第４項の規定による委託料の返還金を甲が指定する期限までに納付できない場合は、当該期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納額につき年２．８パーセントの割合で計算した遅延利息を甲に納付しなければならない。
３　乙は、第18条第５項の規定による委託料の返還を命じられた場合は、前払金の支払を受けた日から納付の日までの日数に応じ、当該返還金額につき年２．８パーセントの割合で計算した利息を甲に納付しなければならない。

（管轄裁判所）
第24条　この契約に係る訴訟の提起については、甲の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

（補則）
第25条　この契約書に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議して定める。

（その他）
第26条　乙は、委託事務に係る経費を他の経費と区分して経理するとともに、会計帳簿、会計伝票を備え付け、証拠書類とともに、委託事務の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。


この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を所持する。
    
    平成　　年　　月　　日

     　　   　　　　甲　〔住　　　　　所〕
〔議　　員　　名〕　　             　印
　
　　　　　　　　　　乙　〔所　  在  　地〕　　　　 
〔名　   　　称〕　       
〔代表者の職氏名〕 　       　 　　　印

★個人情報取扱特記事項の例　（別添）

	
※取引内容に応じて修正・削除等を行うこと。









※仕様書、企画書等により、委託内容を明確にしておく。
　













※アンケート調査委託等で知り得た個人情報等の契約目的外の使用、第三者への提供等を防ぐ。




※再委託を認める場合は、承認手続、責任の所在等についても契約書に明記しておく。































































※年10.75％＝財務規則に準じた。












※委託料の10分の１＝財務規則に準じた。











































※年5％＝国の債権の管理等に関する法律に準じた。

※年2.8％＝政府契約の支払遅延防止法に準じた。

























【個人情報取扱特記事項の例】
	（基本的事項）
第１　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適切に行わなければならない。
（収集の制限）
第２　乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。
（目的外利用・提供の制限）
第３　乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報を契約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。
（漏えい、滅失及びき損の防止）
第４　乙は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報について、個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（廃棄）
第５　乙は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報について、保有する必要がなくなったときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。
（秘密の保持）
第６　乙は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（複写又は複製の禁止）
第７　乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を甲の承諾なしに複写又は複製してはならない。
（特定の場所以外での取扱いの禁止）
第８　乙は、この契約による事務を処理するために個人情報を取り扱うときは、乙の（又は「甲の」）○○○事務所内において行うものとし〔又は「契約書において定めた場所で行うものとし」〕、甲が承諾した場合を除き、当該場所以外の場所で個人情報を取り扱ってはならない。
（事務従事者への周知）
第９　乙は、その事務に従事している者に対して、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。
（再委託の禁止）
第10　乙は、甲が承諾した場合を除き、この契約による事務については、自ら行い、第三者にその取扱いを委託してはならない。
（資料等の返還等）
第11　乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるものとする。
（立入調査）
第12　甲は、乙が契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時調査することができる。
（事故発生時における報告）
第13　乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。




注
１　「甲」は会派又は議員を、「乙」は事務の委託を受けたものを指す。
２  委託事務の実態に則して、適宜必要な事項を追加し、不要な事項は省略すること。
３　第８については、本特記事項において個人情報を取り扱う場所を定める場合の例を基本とし、契約書本体において個人情報を取り扱う場所を定める場合の例を〔括弧書〕とした。


